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本県では、平成２６年４月１日に「障害のある人もない人も共に

生きる平和な長崎県づくり条例」を施行いたしました。条例では、

障害のある人に対する差別を禁止し、差別をなくすための施策を推

進するための事項を定めています。 

 また、国においては、平成２８年４月１日から「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する法律（以下、障害者差別解消法）」が施行

され、その後、法律の見直しが検討されてきましたが、令和３年５月、

「障害者差別解消法」の一部を改正する法律が成立しました。 

県条例では民間事業者に対して合理的配慮の提供が義務付けられ

ていますが、この改正によって、障害者差別解消法でも義務化される

こととなります。 

本県の条例も国の法律も、障害のある人もない人も分け隔てられ

ることなく、お互いに人格と個性を尊重しあいながら共生する社会

の実現という目的は同じです。 

 しかしながら、日常生活の中には、何気ない言葉や行動に心を傷つ

けられる障害のある人が、まだまだ見受けられます。 

 この事例集は、どのような言動が差別になりえるのかを県民の皆

様に理解していただくため、長崎県内の障害のある人やそのご家族

等から実際に相談のあった事例を、１０分野に分けて掲載していま

す。また、差別のない社会に向けて、私たちはどうすればよいのかを

考えることを目的に、配慮の考え方も併せて掲載しています。 

 この事例集を通して、県民の皆様に条例での取り組み状況を広く

知っていただくとともに、共生社会の実現のために何ができるのか

を考えるきっかけになれば幸いです。 

 

※この事例集に掲載されている事例は、個人情報保護の観点から、内

容を一部変更するなど再構成をしたうえで、事例として掲載して

います。 

 

 

 

は じ め に 
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１． 福祉サービスの提供 

 

 

条例では、特別な事情がなく、障害を理由として、福祉サービスの

提供を拒んだり、制限したり、条件を付けることは差別にあたると規

定しています。 

実際に差別の問題は生じていなくても、説明不足や、説明が正しく

伝わっていないことから、誤解につながり、障害のある人が「差別さ

れている」と感じられることがあります。 

 説明する側は、丁寧な説明を心がけ、 

正しく伝わっているかどうか確認する 

必要があります。また、説明を受ける 

側も、納得できるまで説明を求めるこ 

とが必要と考えられます。 

 

事例１ 障害福祉サービスの利用について 

相談者 精神障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○障害福祉サービスを利用し、ヘルパーさんに自宅

に来てもらっていたが、突然打ち切りになり困っ

ている。 

○これは、障害のある人に対する差別ではないか。 

対 応 ○相談者が居住する自治体の担当課へ状況確認を行

い、今後の対応を依頼した。 

結 果 ○自治体の担当課に状況を確認すると、ヘルパーか

ら相談者が家事を教えてもらうために支給決定を

していたもので、ヘルパーに頼るのではなく、自

分自身でできることを増やしていくよう提案して

いる段階であることと、これから支給量の見直し

を検討していることが判明した。 

○相談者は、そのことを理解されていないため不満

を抱いていることから、担当課から相談者へ再度

説明してもらうことになった。 
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２．医療の提供 
 

 
条例では、差別する側と差別される側と 

に分けて、相手側を一方的に非難し制裁を 

加えようとするものではなく、障害のある 

人と障害のない人が共に理解を深め、話し 

合いによって円満に解決を図ろうとするものです。 

 本件は、障害を理由とした差別事案ではなく、条例での対応は難し

い状況にありましたが、病院職員の何気ない発言が相

談者を深く傷付けることになってしまいました。障害

のある人の痛みや苦しみを想像して、気持ちに寄り添

うことで、声かけや行動等が配慮のあるものになって 

      いくのではないでしょうか。 

 

事例１ 病院職員からの心ない発言について 

相談者 難病を原因とする障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○病院を受診したときに、病院職員から心ない発言を

された。難病の治療を続けている者にとっては、傷

つく言葉であった。 

○病院側に謝罪をしてもらいたい。 

対 応 

 

○相談者からの同意を得たうえで、病院側へ相談内容

を伝え、状況確認を行った。 

結 果 ○病院職員の発言は、相談者に対してではなく、ま

た、障害があることを理由にしたものではないこと

が判明した。しかし、実際に相談者に不快な思いを

させたことに対し、病院から相談者へ直接謝罪をし

た。 

○本件は障害を理由とした差別事案ではなかったが、

今後、病院内で条例の周知や障害のある人への理解

を深めてもらうため、病院へ条例のリーフレットを

送付した。 

○病院側では今後の患者への対応を見直し、また、条

例のリーフレットを活用しながら院内で条例の周知

が行われた。 
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条例では、特別な事情がなく、障害を理由として、医療を拒んだり、

制限したり、条件を付けることは差別にあたると規定しています。 

 この事例では、病院側の説明不足もありますが、双 

方のコミュニケーションが不足していたことから起き 

た問題であると考えられます。医療機関側と障害当事 

者側が歩み寄り、理解を深めていくことが大切です。 

 

事例２ 医療受診について 

相談者 当事者が利用する障害福祉事業所のヘルパー 

（当事者：知的障害のある人） 

相 談 

内 容 

 

○ヘルパーの付き添いで、検診のため病院を受

診した。 

○想定より検診に時間がかかることが分かり、

業務の都合上ヘルパーは検診に付き添うこと

ができなくなった。 

○病院側から、「付き添いがないのなら検診は

できない」と言われ、検診を受けることを諦

めざるを得なかった。 

対 応 ○当事者とヘルパーに同意を得たうえで、病院

側へ事実確認を行った。 

結 果 ○当事者とヘルパーは事前に病院に確認したう

えで検診を受けていたことが分かったが、病

院側は検査にかかる時間や当日の見通しを説

明していなかったことが判明した。 

○また、病院側は障害のある人に対し、一律に

付き添いを求めているわけではなく、相談者

のケースでは、一部の検査は日頃から支援し

ている人が付き添ってもらわないと当事者が

不安になるのではないかという理由があった

ことも分かった。 

○病院側には障害のある人に対し差別の意図は

なかったが、説明不足により当事者が不利益

を被ることになった。病院側は今回の事例を

問題提起として、障害のある患者さんの対応

について取り組みを考えることとなった。 
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３．商品及びサービスの提供

 

  

条例では、特別な事情がなく、障害を理由として、商品及びサービ

スの提供を拒んだり、制限したり、条件を付けることは差別にあたる

と規定しています。 

 また、合理的配慮の提供については、合理的 

配慮を求める側と提供する側が、お互いに話し 

合うことで決定していくことが求められます。 

障害のある人の状態や状況はもちろんのこと、 

合理的配慮を提供する側の状況や提供可能な範 

囲をお互いで理解し合うことが必要です。 

事例１ 金融機関での手続きにおける代筆について 

相談者 身体障害（肢体不自由）のある人 

相 談 

内 容 

 

○金融機関で手続きをする際、自筆のサインを求めら

れ、障害のためできないと伝えたが、更に強く求めら

れた。 

○病気の影響で手に震えがあるので、職員に代筆をして

ほしい。 

対  応 

 

○銀行の担当者に状況確認を行い、条例の趣旨と相談内

容を説明し、対応を依頼した。 

結  果 ○相談者が行おうとした手続きは、金融機関が独自で定

める代筆規定が適応できないことが判明した。 

○ 金融機関側は、相談者の体調を考慮し、書類を相談者

の自宅に郵送し時間をかけて自筆のサインをしても

らうことや、代理人による代筆（その際は印鑑証明等

が必要）を提案し、また、窓口での手続きを希望され

れば、自筆のサインがしやすいよう手を添えるなどで

きる限りの補助や補助器具の貸与等、様々な配慮の提

供に向けた取組みをしていることが判明し、相談者へ

伝えた。 

○ お互いに一定の理解を示され、相談者の状態や状況を

考慮しながら、手続きを進められることが確認でき

た。 
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合理的配慮の申し出があった際は、双方の理解 

を深めるために、良く話し合いを行うことが大切 

です。 

配慮を申し出た側は、なぜこのような配慮が必 

要かを伝え、申し出を受けた側も分からないこと 

は率直に訊ね、事業所として可能な配慮の方法を 

提案し、双方の理解を深める必要があると考えま 

す。 

事例２ 民間事業所の窓口カウンターでの対応について 

相談者 難病を原因とする障害（肢体不自由）のある人 

相 談 

内 容 

 

○身体障害があり、窓口カウンターで立った状態では、

書類の記入などの手続きができない。 

○日頃から利用している近所の民間事業所で、座った状

態で手続きができるように配慮を申し出たところ、民

間事業所の職員から「低いカウンターのある別の支店

を利用してほしい」と言われた。 

○民間事業所が合理的配慮の提供を行うことは義務で

はないのか。 

対  応 ○民間事業所の責任者に事実確認を行い、条例の趣旨と

相談者の障害の特性について説明を行ったうえで、障

害に配慮した対応を依頼した。 

結  果 ○事実確認を行った結果、「別の支店を利用してほしい」

という発言については、設備の整った別の支店の情報

提供を行ったものであり、相談者の受け止め方と食い

違いがあることが分かった。 

○今後も当該事業所を利用することに問題はなく、椅子

に座った状態で、職員が相談者の所へ移動し手続きが

できるようにする等の配慮がされることになった。 
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自動車学校側が、合理的配慮の提供にあたって、人員の増員・設備
の改修、安全性の確保といった部分が過度な負担になるかというこ
とは個別の判断となります。求められたとおりの対応が困難な場合
は、その理由を説明し、理解を得ることが必要です。 
今回の相談を受けて、県内の自動車学校へ聴覚障害のある人への

対応状況を調査したところ、四輪の教習については多くの自動車学
校で受け入れをしていましたが、二輪の教習については、今回のケー
スと同様の理由で対応が難しいという回答が大半でした。 
教習や試験場、免許取得時の情報・コミュニケ 

ーション保障はもちろんのこと、自動車学校全体 
として聴覚障害のある人の運転免許取得のサポート 
トについて考えていく必要があるのではないでし 
ょうか。 

事例３ 自動車学校への入校について 

相談者 聴覚障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○大型二輪の免許を取得するため、自動車学校へ入校手

続きに行き、入校申込書を提出した。 

○後日、自動車学校から「安全管理上の問題で受け入れ

ができないので、入校受付を見送らせていただく」と

いう連絡が入った。 

○相談者は納得ができなかったので、再度自動車学校へ

行き、耳が聞こえなくても、筆談や口話でコミュニ

ケーションがとれることを説明したが、「本校は二輪

と四輪の混合教習で、指示伝達をヘルメットのスピー

カーを通して行う状況で、設備の問題や事故の危険性

などがあり、受け入れはできない」と断られてしまっ

た。 

対  応 

 

○自動車学校に条例の趣旨と相談内容を伝え、調整を

行った。 

結  果 ○自動車学校では、二輪の教習について、これまで聴覚

障害のある人の受け入れをしたことがなく、また、設

備や人員・安全管理上の問題から受け入れは難しいと

いう結論だった。 

○その後、相談者は別の自動車学校に入校することがで

きた。 
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４．労働及び雇用 

 

 

 障害のある人への虐待は、障害のある人の尊厳や生命を脅かすも

のであり、虐待に関する相談を受けた者は、速やかに通報・届出をす

る必要があります。 

 事業所において、障害の特性に応じた配慮が分からず、それが職場

でのトラブルに繋がっていることもあります。事業主をはじめとし

た事業所全体で、職員が障害者の人権や障害者虐待への理解を深め、 

特性に応じた配慮や接し方などを 

学ぶ機会が必要です。 

 

事例１ 職場内での差別について 

相談者 身体障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○障害者雇用で会社員として働いている。 

○会社で、業務を行うために必要な道具が自分にだけ支

給されなかったり、ロッカーの中を荒らされたり、同

僚から身体的な暴力などがあった。 

○障害者だから差別を受けているのではないかと思い、

相談することにした。 

対  応 

 

○相談者と話し合った結果、使用者による障害者虐待と

して県障害者権利擁護センターへ通報することにし

た。 

結  果 ○県障害者権利擁護センターへ通報し、労働局などの関

係機関へ対応を引継いだ。 
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 合理的配慮の提供は、合理的配慮を求める側 

と提供する側が、お互い話し合うことでどのよ 

うな措置を講ずるかを決定していくことが求め 

られます。 

障害のある人の状態や要望、また、提供する 

側の状況をお互い理解し合い、より良い方法で配慮が提供されるよ

う、建設的対話を通して配慮の方法をすり合わせていくことが必要

です。 

事例２ 職場内での合理的配慮について 

相談者 聴覚障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○難聴で両耳に補聴器をつけているが、職場でのコミュ

ニケーションが上手くいかず、精神的に辛くなり、現

在休職中である。 

○復職にあたり、職場へ自分の状況を説明し、聴覚障害

についての理解と、必要な情報は文字情報又は筆談で

お願いしたい等の合理的配慮を申し出たのだが、不安

でたまらない。職場で、聴覚障害に対する配慮の必要

性を改めて検討してほしい。 

対  応 

 

○事業者に状況を確認したうえで、相談者の意向を伝

え、職場内で障害と障害者に対する理解と、相談者が

求める合理的配慮の提供を依頼した。 

結  果 ○職場では、相談者が求める合理的配慮に対し、どのよ

うな配慮ができるか検討している状況にあることが

判明した。 

○その後、相談者の復職に伴い、周囲の相談者への理解

を深め、職場からは相談者の特性に合わせた適切な配

慮が提供された。 
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５．教 育 

 

事例１ 教育機関における配慮不足について 

相談者 知的障害のある児童の保護者 

相 談 

内 容 

 

○子どもが小学校の特別支援学級に在籍しているが、担

当教員の対応は、障害のある子どもに対する配慮が足

りず、差別的だと感じることがある。 

対  応 

 

○児童の居住する市教育委員会へ状況確認を依頼し、こ

れまでの対応について確認を行った。 

○相談者の要望を伝え、対応の改善と教員の研修等で障

害者差別解消法、条例の周知をしていただけるよう依

頼した。 

結  果 ○数年前から、市教育委員会が学校や担当教員への指導

や研修を継続的に行っていることが判明した。 

○学校側は特別支援コーディネーターの研修の中で、改

めて差別解消法と条例について説明を行い、周知を行

うこととなった。 

 

条例では、学校教育の場において、特別な事情がなく、障害のある

人がその年齢及び能力に応じ、その特性を踏まえた十分な教育を受

けられるようにするために、必要な指導や支援を行わなければなら

ないと規定しています。 

学校の教員は、障害のある子どもや 

その家族と向き合い、どのような配慮 

が必要で、求められていることは何かを 

確認しながら指導や支援をすることが望ま 

れます。 

学校側と障害のある生徒側が、お互いに 

話し合い理解し合える関係を築くことも大切なことです。 
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事例２ 弱視児童への合理的配慮の相談 

相談者 視覚障害のある児童の保護者 

相 談 

内 容 

 

○学校側から、見えないことを補うためのタブレット端

末の貸し出しがないので、家庭で機器を用意して子ど

もに持たせるようにした。しかし、子どもはまだ機器

を使いこなせず、学校に持って行っても使えなかった

り、自宅に置いたままになっている。 

○学校には、タブレットが使用できず、心配しているこ

とを伝えていますが、状況は変わらず、今後の学校生

活に不安がある。 

対  応 

 

○児童の居住する市教育委員会に連絡し、学校に児童へ

の支援状況の確認を依頼し、保護者が合理的配慮とし

て、タブレット端末の貸し出しやサポートを望んでい

ることを伝えた。 

結  果 ○児童と学校側とで支援方針の話し合いがされていな

かったこと等が分かったため、話し合いの場が設けら

れることになり、タブレット端末の貸し出しも可能と

なった。 

 

 障害のある子どもと障害のない子どもが共に教育を受ける「イン

クルーシブ教育」は共生社会の実現において、とても大切なものです。

小・中学校、高等学校では、教育上、特別な支援を必要とする児童生

徒が近年増加しています。 

 障害のある児童・生徒やその家族と向き合い、どのような配慮が必

要で、求められていることは何かを確認し、 

また、それに対して学校側はどのような対 

応が可能なのか、丁寧な対話を重ねること 

が大事です。 
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６．建築物の利用 

 

 

条例では、特別な事情がなく、障害を理由として、建物の利用を拒

んだり、制限したり、条件を付けることは差別にあたると規定してい

ます。 

障害のある人にとって障害者用トイレ（多目的トイレ）は切実に必

要なものです。外出先でトイレに行きたいときに行けない、このこと

がどれほど困ることであるかを理解し、同様の 

事例が起きないように利用する全ての人 

が思いやりとマナーを守って行動してい 

くことが望まれます。  

事例１ 公園の障害者用トイレの利用について 

相談者 身体障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○公園の障害者用トイレが施錠されており、利用する

ことができなかった。 

○公園の管理事務所に連絡したところ「便器や排水管

を破壊されるなどのいたずらをされるので施錠して

いる。介助者を伴って女子トイレにある洋式トイレ

を使用してほしい」という回答であった。 

○男性である相談者は、この酷い対応は障害のある人

への差別ではないかと思った。 

対 応 ○相談のあった公園の管理事務所に状況確認を行っ

た。 

結 果 ○障害者用トイレの破壊行為などのいたずらが続き、

当時は利用者がいなかったため施錠をするに至った

こと、また、障害のある人が男性であることを認識

していなかったことが判明した。 

○管理事務所は、相談者の意見や条例の趣旨を踏ま

え、当該トイレの補修を行い、施錠せず利用できる

ようになった。 
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本件は、現地確認を地域相談員が行うなど、地域相談員と広域専門

相談員が連携して対応した事例です。 

事業者側は、自動ドアの設置は困難であっても、出入口付近の商品

配置の見直しなどの代替案を提示し、相談者の不便を解消するため

対応を検討し、相談者の満足を得られる結果となりました。 

合理的配慮は、求められる具体的な場面や状況が異なり、障害の特

性も多様であるため、個別性の高いものです。障害のある人の状況を

考えると共に、合理的配慮を求められた 

側の可能な範囲で対応方法を検討していく 

ことが大切です。双方の相互理解を通し 

柔軟に対応することが求められます。  

事例２ スーパーの出入口について 

相談者 身体障害のある人（車椅子利用） 

相 談 

内 容 

 

○日頃から利用しているスーパーの出入口２箇所がい

ずれも自動ドアでないため、とても使いづらい思い

をしている。 

○他の障害のある人も同様な意見を持っており、店舗

側に申し入れをしてほしい。 

対 応 ○現地を確認のうえ、店舗責任者と面談し、条例の趣

旨と相談内容を説明し対応を依頼した。 

結 果 ○店舗側からは、店舗の老朽化や予算面の問題もあ

り、直ちに自動ドアへの交換は難しいが、それに変

わる対応を行いたいとの意向が示された。 

○出入口付近の商品の見直しがされ、入店者へ配慮で

きるよう、環境改善を行っていることが確認され

た。 

○その後、出入口が自動ドアに改修された。 

https://3.bp.blogspot.com/-xDp4DF2JbMM/WYAx5sqSF9I/AAAAAAABFwk/1ccLLszRdn8gEVxLIdnIcASYWO7rm5-yQCLcBGAs/s800/kurumaisu_side2_woman.png
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※パーキング・パーミット制度 

身障者用駐車場について、歩行困難な利用対象
者（身体障害者・高齢者・妊産婦等）に身障者
用駐車場利用証を交付し、利用できる方を明確
にすることで、適正利用を図る制度です。 

※制度については、長崎県福祉保健課所管 
 

事例３ 身障者用駐車場の利用について 

相談者 身体障害のある人（車椅子利用） 

相 談 

内 容 

 

○車椅子を利用しているため、車で外出する際は、

車椅子で車に乗降できるスペースのある身障者用

駐車場を利用している。 

○ある施設の身障者用駐車場を利用しようとしたと

ころ、事業用自動車が駐車してあり、利用するこ

とができなかった。 

○長崎県ではパーキング・パーミット制度（身障者

用駐車場利用証制度）があるのに、まだまだ不適

切な利用が多いため、困ることが多い。 

対 応 ○事実確認を行い、駐車していた車が事業用自動車

であったため、事業者に対しパーキングパーミッ

ト制度の説明をし、身障者用駐車場の適正利用の

依頼を行った。 

結 果 ○事業者から従業員へ、身障者用駐車場の適正利用

について周知と指導がされることになった。 

 

身障者用駐車場の利用に関する相談は、毎年の 

ように寄せられています。合理的配慮の問題という 

よりは、利用者側の認識不足、マナー違反の問題と 

考えられます。パーキング・パーミットなどの制度の周知と併せ 

て、身障者用駐車場をどのような人がどのような理由で必要として

いるのか、障害のある人への理解が深まるような取り組みを行って

いきます。 
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本件では、誘導員の身体障害者標識についての認識不足もありま

すが、配慮の必要な人は、なぜ配慮が必要なのかを伝え、申し出を

受けた側も分からないことは率直に訊ねるなど、安全に利用できる

よう、双方が歩み寄り理解を深める必要があると考えます。 

 

 

  

 建物の管理者に条例の趣旨を理解していただき、建物の改修をし

ていただきました。 

 

 

 

 

 

事例４ 身障者用駐車場の利用について 

相談者 身体障害のある人（車椅子利用） 

相 談 

内 容 

 

○車の前面に四つ葉マーク（身体障害者標識）、後部に

は車椅子マーク（国際シンボルマーク）を貼ってい

る。 

○ある施設の駐車場で、身障者用駐車場に駐車しよう

としたところ、誘導員から一般駐車場に駐車するよ

う案内された。 

○自分は身体障害者なのに、どうして一般駐車場に駐

車しないといけないのか疑問に思った。 

対 応 ○施設の責任者に事実確認を行ったところ、誘導員も

含め施設の職員も四つ葉マークの意味を認識してい

なかった。 

結 果 ○事業者から職員全体へ、障害者マークを含め、障害

や障害者への理解について教育、研修をしてもらう

よう依頼し、併せて見た目や障害者に関するマーク

だけで判断せずに、ひと声掛けるなどの誘導方法を

再検討してもらえるよう助言した。 

障害者のための 
国際シンボルマーク 

 

肢体不自由であることを理由に免許に条件を付
されている方が運転する車に表示するマークで、
マークの表示については「努力義務」となっていま
す。 
危険防止のためやむを得ない場合を除き、この
マークを付けた車に幅寄せや割り込みを行った運
転者は、道路交通法の規定により罰せられます。 

 

身体障害者標識 
（身体障害者マーク） 

 障害者が利用できる建物、施設であることを明確に
表すための世界共通のシンボルマークです。「すべて
の障害者を対象」としたもので、車椅子を利用する障
害者を限定するものではありません。 
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障害のある人が建築物を利用しやすい環境に整えられるためには、

建築物の改修等が必要となる場合も考えられますが、条例では、建築

物の改修等を直接求めていません。 

 障害者から合理的配慮の求めがあった場合、社会通念上相当と認

められる範囲を超えた過度な負担になる場合を除き、事業者が合理

的配慮の提供を怠ってはいけません。 

 事業者が、過度な負担に当たると判断した 

場合は、その理由を説明し、代替案を提示する 

など理解を得るよう努めることが望まれます。 

事例５ 点字ブロックの設置について 

相談者 視覚障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○娯楽施設のタクシー乗降場から正面玄関までは、点

字ブロックが設置されているが、玄関からインフォ

メーションまでは設置されていないので、点字ブ

ロックを設置してほしい。 

○点字ブロックが設置されていない部分の移動は、施

設スタッフが誘導・案内している現状ではあるが、

これは「合理的配慮の欠如」に当たるのではない

か。 

対 応 ○娯楽施設の担当者から状況確認と現地調査を行った

うえで、相談者の要望を伝えた。 

結 果 ○状況確認の結果、この娯楽施設では点字ブロックが

設置されていない部分の移動を可能にするための配

慮として、スタッフを配置し誘導・案内を行ってい

るため、「合理的配慮の欠如」には当たらないと判断

した。 

○その後、条例の趣旨と相談者の要望を踏まえ、設置

の検討をしていただいた結果、点字ブロックが設置

された。 
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本件は、建物の管理者に条例の趣旨を理解し 

ていただき、建物の改修が実施されました。 

 県内にある多数の利用者に供される建築物 

の所有者等によって、条例の趣旨を踏まえ、 

建築物のバリアフリー化が可能な範囲で実施 

されることが望まれます。 

 

  よくある質問をご紹介いたします。 

  

Ｑ：事業者等は、障害のある人の求めには、全て応えなければなら 

  いのですか。 

Ａ：障害のある人の求めに全て応えなければならないと考えること

は、この条例が目指す共生社会の実現に必ずしも合致するとは

言えません。この条例における対応方法は、お互いの話し合い

で様々なトラブルを解消しようとするものであり、一方的な主

張によって障害のある人と相手方との間に溝ができてしまう

と、共生社会の実現とは逆の状況になってしまいます。 

  条例で、「差別する側と差別される側に分けて対立を煽るもの

ではない」という概念を規定しています。 

 

事例６ 段差等の解消 

相談者 身体障害のある人（車椅子使用） 

相 談 

内 容 

○日頃、利用している建築物や駐車場を含む敷地内

に段差があるため、車椅子では通行できない。 

○スロープはあるが、歩道との接地面や建物との接

地面に隙間や段差があるため、解消してほしい。 

対 応 ○建築物の管理者に条例の説明を行い、要望を申し

入れた。 

結 果 ○管理者により、敷地内の段差の解消とスロープの

改修工事が行われた。 

○段差等が解消され、車いすを使用する人もスムー

ズに通行できるようになった。 
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７．交通機関の利用 

 

事例１ 高速バス利用について 

相談者 身体障害のある人（車椅子利用） 

相 談 

内 容 

 

○高速バスの予約センターへ電話をして、車椅子利

用で乗車予約をしようとしたところ、「バスの乗降

の際に介助者をつけないと予約できない」と言わ

れた。 

○相談者は、車椅子をトランクルームに積み込んで

もらえたら、バスの乗降は介助がなくてもできる

ことを説明したが、予約センターの答えは変わら

なかった。 

対 応 ○バス事業者に状況確認をしたところ、車内事故防

止のため、車椅子利用者に対し、一律に介助者の

同伴を求めていることが判明した。 

結 果 ○バス事業者に、法的根拠や対応指針の例などを示

しながら話し合いを重ねた結果、障害のある人の

状況に応じて個別に対応するということで、相談

者は介助なしでも乗車できるようになった。乗降

に介助者が必要な人の対応については、今後も検

討が必要な課題となった。 

 

 条例では、特別な事情がなく、障害を 

理由として、公共交通機関の利用を拒ん 

だり、制限したり、条件を付けることは 

差別にあたると規定しています。 

 障害のある人が公共交通機関を利用する際の介助等については、

障害のある人の状況によって個別の対応が求められるものです。介

助が必要な実際の場面では、運転士ひとりで安全な乗降介助を行う

ことが困難な場合もあるかもしれません。同乗している利用者に協

力を呼びかけられたときは、ご理解とご協力をお願いいたします。 
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事例２ 障害者割引利用について 

相談者 腎臓の機能障害（内部障害）のある人 

相 談 

内 容 

 

○公共交通機関の障害者割引を利用する際に、乗務員

から障害者手帳の提示を求められるが、その言葉遣

いや態度が差別的で傷ついている。 

対 応 ○相談者はバス事業者との調整までは望まず、再発防

止を求めていた。そのため、バス事業者に対し、条

例の趣旨と相談内容について説明し、障害のある人

やヘルプマークを身に付けている人（外見から障害

の有無の分からない人）に対する対応の改善の検討

を依頼した。 

結 果 ○バス事業者から、条例の趣旨や、障害のある人に対

応する際の配慮、また、ヘルプマークについて事業

所全体に周知と指導が行われることになった。 

 

 見た目では障害のあることが分からない人は、電車やバスの優先

席に座っても周囲の理解を得られないなど、心理的ストレスを受け

やすい状況にあります。最近では、ヘルプマークを身に付けている人

も増えていますので、困っていると思われる時は声をかけるなどの

援助や、電車で席をゆずるなどの適切な配慮をお願いします。 

 

   

へルプマーク・ヘルプカード  
 

義足や人工関節を使用している方、内部障害の方、 

または発達障害の方など、外見からは分からなくても 

援助や配慮を必要としている方々が、周囲の方に配慮 

を必要としていることを知らせることで、援助を得や 

すくなるよう作成されたマークです。 

 県（障害福祉課、こども・女性・障害者支援センター、県保健所）

又は、市町の障害福祉担当窓口で配布しています。 
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 障害者割引制度については、積極的改善措置であるため、不正利用

防止のため障害者手帳の提示を求められることが多いのですが、そ

の際に、障害のある人に応じた対応や配慮を行うことは大切なこと

です。 

 外見からは分かりにくい障害もあり、また、障害の種類は同じで

あっても、理解力や症状の状況は一人ひとり異なります。そのため、

お互いに理解し合いながら、場面に応じた柔軟な対応が求められま

す。 

 

 

 

 

 

事例３ タクシー利用時の配慮 

相談者 精神障害のある人 

相 談 

内 容 

 

○タクシーを利用した時、運転手から乱暴な態度や

言葉で精神障害者手帳の提示を求められた。 

○運転手の障害のある人に対する対応を改善してほ

しい。 

対 応 ○タクシー会社の担当者に条例の趣旨と相談内容に

ついて説明し、運転手の障害のある人に対する対

応の改善を依頼した。 

結 果 ○タクシー会社の責任者から、手帳の提示を求める

際の配慮や、障害や障害のある人への理解と対応

について周知と指導が行われることになった。 

 



21 

 

 
 

８．不動産取引 

 

事例１ アパートの入居の問題について 

相談者 精神障害のある人の父親 

相 談 

内 容 

 

○現在、精神障害のある息子と二人で暮らしている。 

○今後、息子の一人暮らしを考え、不動産屋へ行き、精

神障害があることを伝えたところ、入居を拒否され

た。 

対 応 ○不動産屋へ事実確認を行ったところ、入居のための書

類審査は通ったものの、アパートの大家が入居者に精

神障害があると分かると、近隣住民とトラブルになる

かもしれないという理由で、入居を断ったことが分

かった。 

結 果 ○希望するアパートへは入居することはできなかった

が、不動産屋が相談者の条件に合う他の物件を紹介し

た。 

 

条例では、特別な事情がなく、障害を理由として、不動産の売買や

賃貸を拒んだり、制限したり、条件を付けることは差別にあたると規

定しています。 

精神障害があるということだけで、近隣住民とトラブルになるか

もしれないという偏見により入居を断るのは、精神障害者に対する

理解や認識不足からこのような誤解が生じたものと思われます。 

 部屋を借りて新しい生活を始めた後の見守りやサポートをいかに

行うかなど課題も多くありますが、不動産屋・オーナーの方々に対し

て、今後も条例の趣旨や、障害や障害者に対する正しい理解について、

周知・啓発に励んで参りたいと思います。 
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９．情報の提供等 

 

事例１ 手話通訳者の派遣について 

相談者 聴覚障害のある人 

相 談 

内 容 

○研修会で、手話通訳の配置を依頼したが対応して

もらえなかった。 

対 応 ○研修会の主催者側に、条例の趣旨と合理的配慮の

提供義務を説明し、相談者の聴覚障害に配慮した

対応を依頼した。 

結 果 ○主催者側は、事業者内で検討した結果、研修会全

日程の手話通訳者派遣の対応が行われた。 

 

 条例では、特別な事情がなく、障害を理由として、情報の提供を拒

んだり、制限したり、条件を付けることは差別にあたると規定してい

ます。 

本件の場合、研修会の主催者側に合理的配慮の提供義務がありま

す。しかし、それがなされなかった背景には、障害のある人から合理

的配慮の求めがあった場合、社会通念上相当と認められる範囲を超

えた過度な負担になる場合を除き、合理的配慮を怠ってはいけない

という認識不足がありました。また、これまでに手話通訳者を配置 

したことがないなど、情報保障についての知識やノウハウも不足し

ていたことにありました。過度な負担など、どうしても対応できない

場合には、できない理由を説明し、別の方法を提案することも含め、

話し合い、理解を得るよう努めることが 

大切です。 
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 条例では、障害のある人からの申し出があった後の措置である合

理的配慮については規定されていますが、事前的改善措置の規定は

設けていません。しかし、選挙の情報だけに限らず、障害のある人の

社会参加を促進するために、情報分野でもあらかじめ社会的障壁を

除去するための環境整備を積極的に推進することが 

望まれます。選挙公報については、選挙期間が短く、 

点訳等の情報提供が困難な状況にあるので、代替手 

段の検討も必要です。 

事例２ 選挙の情報について 

相談者 視覚障害のある人 

相 談 

内 容 

○視覚障害があるため、必要な情報は点字資料や音

声情報から得ている。 

○居住する自治体では、選挙の情報が、通常の印刷

物でしか配布されていないため、必要な情報を得

ることができない。視覚障害のある人に対する情

報保障がなされていないと考え、選挙管理委員会

へ連絡したところ、「点字にして送付しましょう

か」という回答があったものの、最初から配慮す

べきであったのではないかと思う。 

対 応 ○相談者の居住する自治体や選挙の情報（選挙公

報）の提供方法について調査し、情報保障がされ

ていないケースに対しては対応を検討してもらえ

るよう依頼した。 

結 果 ○調査の結果、選挙の情報を通常の印刷物でしか提

供しておらず、選挙の情報のように、公共性・社

会性の高い情報は、点字版や音訳版など様々な形

で提供し、障害の有無に関らず情報が行き渡るよ

うに工夫が必要です。しかし、立候補者が多く選

挙期間の短い選挙ではマンパワーの不足から点字

化が追いつかない状況もあり、代替手段の検討も

必要です。 
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 障害がある人から合理的配慮を求められた場合、社会通念上相当

と認められる範囲を超えた過度な負担である 

かについては、個別事案の判断となります。 

求められたとおりの対応は困難であっても、 

説明し理解を得たうえで、それに代わる対 

応を行うことが大切です。 

差別の相談窓口では、障害のある人やその 

関係者からの相談だけではなく、事業者からの 

相談にも応じています。合理的配慮の提供方法に悩む場合、相手方と 

の話し合いが上手くいかない場合などもご相談ください。 

事例３ シンポジウム開催時の配慮 

相談者 シンポジウム主催スタッフ 

相 談 

内 容 

○参加者２０人程度の規模のシンポジウムを開催

し、障害のある人も参加される。聴覚障害のある

人からの参加申し込みはないが、飛び入りで参加

される可能性もある。 

○手話通訳や要約筆記の派遣が必要だとは思うのだ

が、市からの助成金のみでは予算や準備期間もな

く配置することができない。 

 このような場合、差別にあたるのか。 

対 応 ○相談者へ、条例第２条合理的配慮の定義の解釈及

び条例の目的について説明を行った。 

結 果 ○合理的配慮は、障害のある人の求めに応じて、過

度な負担にならない範囲で提供することとしてい

る。手話通訳や要約筆記を派遣しないことをもっ

て、直ちに差別があると断定するものではない。

しかし、聴覚障害のある人が参加される場合、必

要に応じて、それに代わる配慮は必要であると考

えられるため、主催者側は、シンポジウムの流れ

や講演の内容が分かる資料の準備や、聴覚障害の

ある人への情報提供を補うことができるよう、ス

タッフで検討が行われた。 

○結果、聴覚障害のある人の参加はなかったが、安

心してシンポジウムを開催できたという報告が

あった。 
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１０．意思表示の受領 
 

 

 

条例では、特別な事情がなく、障害のある人が意思表示をするとき

に、情報保障としての手段を拒んだり、制限したり、条件をつけるこ

とは差別にあたると規定しています。 

 本件の場合、病院の担当医師の行為は大変残念なものでしたが、こ

の条例では差別を行った人と差別された人 

を分けて、一方的に非難したり制裁を加え 

ようとしたりするものではなく、話し合い 

によって解決を図ろうとするものです。病 

院側が、条例の趣旨を理解し、同じような 

ことがないように病院全体として取り組み 

を行い、それを相談者が受け入れたことは、 

共生社会の実現に繋がるものであると思います。 

事例１ 手話通訳を遮られたことについて 

相談者 聴覚障害のある人 

相 談 

内 容 

○手話通訳者を同伴して病院を受診した際、担当医

師が診察の途中で手話通訳を遮ったため、必要な

情報を得ることができなかった。情報保障の観点

から差別ではないか。 

対 応 ○病院に条例の趣旨と相談内容を説明し、事実確認

を行ったうえで、病院としての今後の対応につい

て検討を依頼した。 

結 果 ○実際に担当医師により手話通訳を遮る行為があっ

たことが確認された。 

○今後、同じようなことがないように、病院事務局

から担当医師だけでなく病院内全体に、県条例や

障害者差別解消法についての周知を行った。ま

た、病院内の勉強会で、条例や障害のある人への

理解を深めたいという申し出があり、後日、県政

出前講座を実施した。 
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 条例では、特別な事情がなく、障害のある人が意思表示をするとき

に、特定の媒体（手段）だけしか認めないことは差別に当たると規定

しています。 

 実際に差別の問題は生じていなくても、説明不足や、説明が正しく

伝わっていないことから、誤解につながり、障害のある人が「差別さ 

れている」と感じることがあります。 

 説明する側は、丁寧な説明を心がけ、 

正しく伝わっているか確認する必要が 

あります。また、説明を受ける側も、 

納得できるまで説明を求めることも 

必要と考えられます。 

 

 

事例２ 事故を起こした聴覚障害のある人の連絡受付方法 

相談者 警察と提携しているレッカー業者 

相 談 

内 容 

○事故を起こした聴覚障害のある人は、障害のため

電話での連絡が難しい状況にある。 

○保険会社は、「レッカー移動は、本人が事故セン

ターのフリーダイヤルに連絡しないと、レッカー

搬送代は保険での負担はできない」と言っている

が、他の手段も認めてほしい。 

対 応 ○保険会社の担当者に条例の趣旨と相談内容を説明

し、事実確認を行った。 

結 果 ○事実確認の結果、当事者でなく代理人による電話

連絡であっても、受付可能ということが判明し

た。 

○レッカー業者の受け止め方と食い違いが生じてい

るため、相手側に分かりやすく丁寧な説明を行う

などの配慮も必要であることを助言した。 
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１１．そ の 他 

 

 

 条例では、何人も障害のある人に対して差別してはならないと規定

しており、公的機関、企業や学校、個人など全ての人に対して「障害

のある人に対する差別の禁止」を求めています。 

 しかしながら、社会的枠組みの介在しない私人間の問題について

は、条例による調整の対象とすることは難しく、本件については、学

校側が学校内で解決が図られるよう対応しています。私人間の問 

題については、相談内容によって、適切な相談窓口を紹介し、必要な

支援がうけられるよう関係機関に 

引き継いでいます。 

  

 

 

事例１ 学校内での対応について 

相談者 発達障害のある人 

相 談 

内 容 

○学校で、自分の障害のことで心無い発言をされ

て、ひどく傷ついている。 

○障害のある人への差別だと感じ、学校の担当教員

と県の窓口にも相談することにした。 

対 応 ○相談者の了承を得て、学校側に状況確認を行っ

た。 

結 果 ○学校では、すでに事実確認をしていることが分

かった。生徒個人間の問題に対しては、条例によ

る対応は難しいため、学校側に協力を依頼した。

条例のリーフレットを送付し、障害や障害のある

人への理解を深めるための教育目的に使用してい

ただくことになった。 
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相談窓口等 

 

○法務省人権擁護局ホームページ 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/  

 

〇みんなの人権１１０番 

TEL 0570-003-110（全国共通ダイヤル） 

インターネット相談窓口 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html 

 

○女性の人権ホットライン 

TEL 057-070-810 

 

○子どもの人権１１０番 

TEL 0120-007-110 

 

○長崎県障害福祉課 

TEL 095-895-2451 

 

○長崎県人権・同和対策課 

TEL 095-826-2585 

 

各市町の人権施策課、障害福祉課などへもお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

http://www.moj.go.jp/JINKEN/
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken113.html
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本県では、障害の有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で、

社会を構成する一員として、あらゆる社会活動に参加することがで

きる『共生社会』の実現を基本理念とし、あらゆる施策に取り組ん

でおります。 

しかし、現状は社会的に弱い立場にある障害のある人が、物理的

な障壁、偏見と誤解といった意識上の障壁など、様々な社会的障壁

により制約を受け、その自立と社会参加を十分に果たせていません。 

 この事例集は、県民の皆様に、障害のある人を取り巻く現状を

知っていただき、障害や障害のある人への差別について考えるきっ

かけになって欲しいとの思いから作成しました。 

 この冊子で取り上げている事例のように障害のある人が障害のな

い人と比べ不利益を被る、不快な気持ちになることが障害を理由と

した差別です。 

 こうした障害を理由とした差別をなくすためには、私たち一人ひ

とりが障害のある人の気持ちを正しく理解することが必要です。   

「どうしましたか？」「お手伝いしましょうか？」の声かけが差

別をなくす第一歩になります。県民一人ひとりが、この第一歩を踏

み出し、障害に対する理解の輪を広げ、障害者差別のない明るく、

生き生きと暮らせる長崎県を築いていきましょう。 

 

 

 

お わ り に 


